
福島再生加速化交付金 ロジックモデル

アウトプット
（活動目標・実績）

アウトカム
（成果目標・実績）

インプット
（資源）

インパクト
（国民・社会への

影響）

アクティビティ
（活動）

現状把握
・課題設定

○ 福島の原子力災害被災地域においては、避難指示解除後の住民帰還、長期避難者への支援、産業・なりわいの再生、
風評被害への対応、人口減少等、多様な課題が存在している。

○ 復興のステージに応じた新たな課題や多様なニーズにきめ細かく対応する施策を措置することで、福島の本格的な復興・
再生に向けた取組を進めていく必要がある。

（事業内容）

○帰還・移住等環
境整備

○長期避難者生
活拠点形成

○避難指示等を受けた12市町
村等において、福島県・12市
町村等が実施する、住民の
帰還や新たな住民の移住・定
住の促進を図るための環境
を整備する事業を支援

○長期避難者向けの災害公営
住宅等の整備等の支援

○福島復興再生拠点、
災害公営住宅、福島再
生賃貸住宅、小中学校
等、認定こども園、農
地等、農業用施設等、
産業団地等、貸事業所
等の整備等

○災害公営住宅等の整
備

○原子力災害被災地域における避難
住民の帰還、新たな住民の移住の
促進や交流・関係人口の拡大（被災
12市町村の居住者数の増加）

○長期避難者の安定的な生活拠点の
形成

○原子力災害から
の福島の復興の
実現

・福島復興再生拠点の利用促進

・災害公営住宅及び福島再生賃貸
住宅の活用

・児童生徒等の教育環境の整備促進
・幼児の教育・保育環境の整備促進
・農地集積の促進
・農業用施設の活用
・営農再開面積の増加
・産業団地等への企業等の進出
・貸事業所への企業等の進出

令和4年度予算額
701億円

令和3年度配分事業数
456事業
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○放射性物質による健康影響への懸
念から屋外で遊ぶことを制限された
子どもたちの体力低下等の回避、子
育て世帯の帰還・定住の促進

○健康不安解消（放射性治療薬等の
薬事申請及び第Ⅱ相試験の開始）

○食品等の安全性等に関する情報発
信により原子力災害に起因する風評
を払拭（放射性物質を理由に購入を
ためらう産地として福島県と回答した
人の割合について減少傾向を維持）

○既存ストックの活用促進

○当該事業を呼び水とした浜通り地域
等の交流人口等の拡大及び成長産
業化による地域経済裨益の拡大

○福島被災地の水産業の復興・再生
の加速（生産額（沿岸漁業及び沖合
底びき網漁業の水揚金額、海面漁
業・養殖業産出額）の回復）

○運動機会の確保に係る
事業、住環境の整備等
のための事業の実施

○放射性治療薬等の研
究開発

○地域の魅力向上・発信
事業（食品等の安全性
等について理解を深め
るための情報発信やイ
ベント等）の実施

○官民連携プラットフォー
ムの構築等の事業の実
施

○浜通り地域等における
交流・関係人口の直接
的拡大や拡大のための
事業者等の整備及び創
業等事業者の創出

○水産業共同利用施設
の整備

○子育て世帯が早期に帰還・定
住できる環境整備（子どもの
運動機会の確保のための施
設整備、公的な賃貸住宅の
整備等）について支援

○放射性治療薬等の研究開発
支援

○風評の払拭に向け、食品等の
安全性等について理解を深め
るための情報発信やイベント
の実施等を継続的に取り組む
環境整備について支援

○避難指示等に伴って発生した
空き地・空き家等の既存ストッ
クを有効かつ適切に活用する
場合に必要な取組を支援

○福島イノベーション・コースト
構想の具現化に向けて、交
流・関係人口の拡大、関係者
の連携強化に係る新たな産
業創出や産業集積の活性化
に資する取組を支援

○水産業の回復に必要な荷さ
ばき施設、水産加工処理施
設等の共同利用施設の整備
を支援

○福島定住等緊
急支援

・子ども元気復活
交付金

・福島健康不安
対策事業

・地域魅力向上・
発信支援事業

○既存ストックま
ちづくり支援

○浜通り地域等
産業発展環境
整備事業

○水産業共同利
用施設復興促
進整備事業
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